
 

2025 年 11 月 10 日日本成長戦略会議における 17 戦

略分野の選定根拠と妥当性に関する包括的分析報告 

2025 年 11 月 10 日に開催された高市早苗政権下の「日本成長戦略会議」において選定された 17 の

戦略分野は、日本経済の供給構造を抜本的に強化し、「強い経済」を実現するための中核的な政策判

断として位置づけられている。本報告書は、政府公式資料、経済専門家の分析、業界動向、国際比較

を通じて、各戦略分野の選定根拠と妥当性を詳細に検証する。[1][2] 

**主要な知見:**高市政権は、AI・半導体から造船、防衛産業に至る 17 分野を「危機管理投資」と

「成長投資」の観点から選定し、2026 年夏までに新たな成長戦略を取りまとめる方針である。選定

された戦略分野は、経済安全保障、食料安全保障、エネルギー安全保障、健康医療安全保障、国土強

靭化という 5 つの安全保障領域に対応し、官民投資ロードマップに基づく複数年度の予算措置を通じ

て、来年夏までに成長戦略として具体化される。政府は 2030 年までに 10 兆円規模の公的資金投入

を目指している。[2][3][4][5][1] 

17 戦略分野の全体像と選定背景 

選定された 17 の戦略分野 

政府が公表した 17 の戦略分野は以下の通りである:[6][1][2] 

1. AI（人工知能）・半導体 

2. 造船 

3. 量子 

4. 合成生物学・バイオ 

5. 航空・宇宙 

6. デジタル・サイバーセキュリティ 

7. コンテンツ（ゲーム、アニメ産業など） 

8. フードテック（食品開発など） 



9. 資源・エネルギー安全保障・GX（グリーントランスフォーメーション） 

10. 防災・国土強靭化 

11. 創薬・先端医療 

12. フュージョンエネルギー（核融合） 

13. マテリアル（重要鉱物・部素材） 

14. 港湾ロジスティクス（物流） 

15. 防衛産業 

16. 情報通信 

17. 海洋 

これらの分野に対し、各担当閣僚が指名され、分野ごとに官民投資ロードマップを策定する体制が整

備された。[3][2][6] 

選定の基本方針と戦略的文脈 

高市政権は、従来の「新しい資本主義実現会議」を廃止し、「日本成長戦略本部」を新設した。この

組織改編は、政権の経済政策の重心を「成長と分配の両立」から「成長戦略の集中と危機対応投資」

へと明確に転換したことを示している。[7][8][9] 

選定の基本方針は以下の 3 点に集約される:[5] 

1. 供給力強化策の明確化: 各戦略分野における政府による供給力強化策を提示 

2. 官民投資ロードマップの策定: 投資内容、時期、目標額等を含めた予見可能性の高い計画 

3. 国富拡大への定量的インパクト: 成長率など国富拡大に与える影響の定量的評価 

高市首相は初会合で「成長戦略の肝は危機管理投資です。リスクや社会課題に対して先手を打って供

給力を抜本的に強化するために、官民連携の戦略的投資を促進します」と述べ、従来の成長戦略との

差別化を図った。[8] 

カテゴリー別分析：17 戦略分野の選定根拠と妥当性 

カテゴリー1：デジタル基盤・先端技術（AI・半導体、量子、デジタル・サイバーセキュ

リティ、情報通信） 



1. AI・半導体 

選定根拠: AI・半導体は、DX（デジタルトランスフォーメーション）、GX、経済安全保障の全てにお

いて基盤技術として位置づけられている。政府は「AI・半導体産業基盤フレーム」として 50 兆円超

の投資枠を設定し、ラピダスなど国内半導体製造基盤の確立を支援している。[10][11][12][13] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 半導体は DX・GX、経済安全保障の観点から「戦略物資」として不可欠であり、生

産基盤の国内確保は必須である。世界的な AI ブームの中で、日本が技術的優位性を確保できる

分野である。[14][15][16] 

• 批判的見解: 中国の「中国製造 2025」でも半導体が最重点分野とされており、日本の戦略は

「後追い」の側面がある。また、巨額投資にも関わらず、グローバル競争での勝算が不透明と

の指摘もある。[17][18][19] 

2. 量子 

選定根拠: 量子技術（量子コンピュータ、量子通信、量子センシング）は、次世代の計算能力と暗号

技術において革命的な可能性を持ち、国家安全保障と産業競争力の両面で戦略的重要性が高い。

[20][11][10] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 日本は量子力学の基礎理論と基盤技術において世界トップレベルの研究蓄積を有し

ており、技術的優位性を活かせる分野である。[21][10] 

• 批判的見解: 量子技術の実用化までの期間が長く、投資対効果が短期的には見えにくい。また、

米国や中国との研究開発競争において、日本の投資規模が十分かは疑問である。[22] 

3. デジタル・サイバーセキュリティ 

選定根拠: サイバー攻撃が企業規模、地域、業種に関係なく行われる中、国家のデジタルインフラと

重要インフラの防護は経済安全保障の根幹である。政府は「サイバーセキュリティ産業振興戦略」を

策定し、10 年以内に国内企業売上高を 0.9 兆円から 3 兆円超へ拡大する目標を掲げている。

[23][24][25][14] 

妥当性評価: 



• 肯定的評価: サイバーセキュリティ対策は全ての戦略分野の基盤となる必須要素であり、優先順

位は妥当である。日本サイバーセキュリティファンドの設立など、民間主導の業界活性化も進

んでいる。[15][24][25] 

• 批判的見解: グローバルな脅威情報が必要な製品・サービス領域では海外企業が優位であり、日

本企業の国際競争力が課題である。また、セキュリティ人材の不足が深刻であり、人材育成策

の強化が急務である。[24] 

カテゴリー2：産業基盤・経済安全保障（造船、マテリアル、港湾ロジスティクス、防衛

産業、海洋） 

4. 造船 

選定根拠: 造船は成長市場であり、防衛・安全保障の観点からも重要であるにも関わらず、日本は中

国・韓国の後塵を拝している。日米協力も視野に入れた生産能力の増強が急務である。日本造船工業

会は、2035 年に建造量 1,800 万総トンへの倍増を目標としており、ゼロエミッション船（アンモニ

ア、水素等）でトップを目指す戦略である。[26][27][1][14] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 世界の造船市場は 2030 年代に 8,000 万～1 億総トンに拡大すると予測されてお

り、日本の技術的優位性を活かせる成長市場である。特にゼロエミッション船の分野では、日

本企業が世界初のアンモニア燃料エンジンの商用機を完成させるなど、技術的リードがある。

[26] 

• 批判的見解: 韓国・中国との競争において、日本は研究開発・設計では優位だが、生産能力と価

格競争力で劣位にある。韓国は政府主導で大規模な設備投資と工程イノベーションを推進し、

中国は「船舶製造業グリーン発展行動要綱」に基づき大規模な造船所建設を進めており、日本

が競争力を回復できるかは不透明である。大規模設備投資には長い納期（クレーンで 7 年以

上）が必要であり、短期的な効果は限定的である。[28][29][30][31][32][26] 

5. マテリアル（重要鉱物・部素材） 

選定根拠: レアアースを含む重要鉱物は、DX・GX の進展で需要が急増しており、供給の大部分を中国

に依存している現状は経済安全保障上の重大なリスクである。政府は 2030 年までにベースメタル自

給率 80％以上、蓄電池用レアメタルの安定供給確保を目指している。[33][34][35][12][13] 



妥当性評価: 

• 肯定的評価: 重要鉱物の確保は、半導体、電気自動車、再生可能エネルギー、防衛産業など全て

の戦略分野の基盤であり、最優先課題である。米国も「戦略的競争相手」である中国への依存

を減らすため、レアアースの国内生産拡大とサプライチェーン多様化を国家安全保障上の重要

課題としている。南鳥島周辺海域でのレアアース生産開発の加速は、地政学的に安定した日本

近海での資源確保として極めて重要である。[36][37][34][38][39][10][33] 

• 批判的見解: 重要鉱物の採掘から精製までのサプライチェーン構築には 15 年以上を要するとさ

れ、短期的な効果は期待できない。また、中国が輸出規制を強化している中、代替供給源の確

保と国内リサイクル技術の確立が急務であるが、具体的な工程表が不明確である。[40][34][33] 

6. 港湾ロジスティクス 

選定根拠: 港湾は国際物流の結節点であり、グローバルサプライチェーンの強靭化と国内物流の効率

化に不可欠である。政府は「PORT 2030」として、東南アジアとのシャトル航路強化、港湾 DX によ

るスマートポート化、グリーンポートの推進を掲げている。[41][42][43][1] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 港湾のデジタル化（IoT、ブロックチェーン、AI 活用）と自動化（ロボット、AGV

導入）は、労働力不足への対応と国際競争力強化に有効である。韓国の釜山港が「グローバル

な競争力を備えた高付加価値デジタル港湾」戦略を推進している中、日本も対抗措置として投

資が必要である。[42][41] 

• 批判的見解: 日本の港湾は韓国・中国の主要港に比べて集荷能力と効率性で劣位にあり、投資規

模が十分かは疑問である。また、港湾政策が「量的成長から質的成長」への転換を掲げている

が、具体的な差別化戦略が不明確である。[42] 

7. 防衛産業 

選定根拠: 地政学的リスクの高まりの中、防衛装備品の安定的な調達体制と生産基盤の強靭化は国家

安全保障の根幹である。日米協力による装備品の共同開発と、国内防衛産業の育成が急務である。

[27][1][6] 

妥当性評価: 



• 肯定的評価: 防衛産業は、経済安全保障と国家安全保障が直結する分野であり、最優先での投資

が正当化される。官公庁調達による需要創出は、民間投資の呼び水となる有効な手段である。

[6][5][22] 

• 批判的見解: 防衛産業への大規模投資は、「危機管理投資」が「戦時経済」型の財政出動に偏重

するリスクがあり、民生品生産での GDP 成長と異なり、長期的な経済成長への波及効果が限定

的との指摘がある。[9] 

カテゴリー3：新産業創出・イノベーション（合成生物学・バイオ、創薬・先端医療、フ

ードテック、コンテンツ、航空・宇宙） 

8. 合成生物学・バイオ 

選定根拠: バイオテクノロジーは、医薬品、新素材、食品など幅広い産業への応用が期待され、次世

代の基幹産業として成長ポテンシャルが高い。[15][20][27] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: バイオ分野は市場教育が必要な新産業であり、政府主導の研究開発支援とスタート

アップ育成が有効である。バイオベンチャーへの投資・支援サービスの需要拡大が見込まれ

る。[15] 

• 批判的見解: 合成生物学は研究開発から商業化までの期間が長く、短期的な経済効果は限定的で

ある。また、規制の整備と安全性評価の体制構築が必要であり、具体的な工程表が不明確であ

る。 

9. 創薬・先端医療 

選定根拠: 創薬基盤の強化は、健康医療安全保障と産業競争力強化の両面で重要である。政府は、

CDMO（受託開発・製造事業者）の国内製造拠点整備、バイオシミラー製造施設の設立、海外製薬ス

タートアップの誘致を推進している。[44][45][5] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 創薬分野は高付加価値産業であり、日本の科学技術基盤を活かせる分野である。

CDMO の国内整備は、サプライチェーンの強靭化と国際競争力強化に有効である。[44] 



• 批判的見解: グローバル製薬企業との競争において、日本の創薬ベンチャーの資金調達と臨床試

験の体制が脆弱であり、エコシステム全体の強化が必要である。[45] 

10. フードテック 

選定根拠: フードテックは、食料安全保障と環境負荷低減の両面で重要であり、培養肉、代替タンパ

ク質、植物工場などの新技術開発が進んでいる。[1][5][15] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: フードテックは、サステナビリティを重視する消費者への訴求力が高く、新市場の

創出が期待される。先端技術を活用した完全閉鎖型植物工場や陸上養殖施設への投資促進は、

食料自給率向上に貢献する。[5][15] 

• 批判的見解: フードテック製品の市場受容性が未知数であり、消費者教育と啓蒙が必要である。

また、既存の農業・食品産業との調整が課題である。[15] 

11. コンテンツ（ゲーム、アニメ産業など） 

選定根拠: 日本のコンテンツ産業（ゲーム、アニメ、漫画）は、2023 年の海外売上高が 5.8 兆円に達

し、半導体や鉄鋼の輸出額を上回る規模に成長している。政府は 2033 年までに海外売上高 20 兆円

を目標としている。[46][47] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: コンテンツ産業は日本が国際競争力を持つ数少ない分野であり、「クールジャパ

ン」として国策での支援は妥当である。アニメやゲームの海外人気は、観光など他産業への波

及効果も大きい。ゲーム産業はコンテンツ産業全体の約 6 割を占め、デジタル化が最も進んで

おり、他のコンテンツ分野への技術移転も期待される。[47][48][49][46] 

• 批判的見解: 米国は年間 6,000 億円、韓国は 700 億円規模で支援しているのに対し、日本は 252

億円にとどまっており、支援規模が不十分である。また、著作権保護の体制整備と、海外配信

プラットフォームでの交渉力強化が課題である。実写映画では韓国に、PC・スマートフォン向

けゲームでは中国・韓国に劣位にあり、分野別の戦略的投資が必要である。[50][48][47] 

12. 航空・宇宙 



選定根拠: 宇宙産業は、安全保障、通信、地球観測など多様な用途があり、次世代の基幹産業として

成長ポテンシャルが高い。政府は宇宙戦略基金として「速やかに 1 兆円規模」を目指し、衛星コンス

テレーションの構築を加速している。[12][27][6][5] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 宇宙産業は、技術波及効果が大きく、安全保障と産業競争力の両面で戦略的価値が

高い。航空分野では、カーボンニュートラルに向けた次世代航空機開発で、日本の技術を活か

せる。[12][6] 

• 批判的見解: 宇宙産業は米国、中国との競争が激しく、日本の投資規模が十分かは疑問である。

また、民間企業の参入を促進するための規制緩和と、政府調達の拡大が必要である。[5] 

カテゴリー4：エネルギー・環境・国土強靭化（資源・エネルギー安全保障・GX、フュ

ージョンエネルギー、防災・国土強靭化） 

13. 資源・エネルギー安全保障・GX 

選定根拠: エネルギー安全保障は、一次エネルギー供給の約 8 割を化石エネルギーに依存する日本に

とって、経済成長と脱炭素を同時追求する上で最優先課題である。政府は「GX 経済移行債」を活用

し、今後 10 年間で 150 兆円超の官民投資を目指している。[51][52][53][40] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: GX は、経済安全保障、気候変動対応、産業競争力強化の三つを同時に達成できる

戦略であり、優先順位は妥当である。鉄鋼や化学など排出削減が困難な産業のエネルギー・製

造プロセス転換支援は、国際競争力維持に不可欠である。[13][40][51][12] 

• 批判的見解: 150 兆円という投資規模の実現可能性と、財政規律との整合性が疑問視されてい

る。また、再生可能エネルギー、次世代原子炉、核融合など多様なエネルギー源への投資が分

散しており、「選択と集中」が不十分との指摘がある。[54][40] 

14. フュージョンエネルギー（核融合） 

選定根拠: 核融合発電は、エネルギー資源が乏しい日本にとって、エネルギー問題を根本的に解決す

る技術として期待されている。政府は「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を改定し、

2030 年代の発電実証を目指している。民間企業 12 社（三井物産、三菱商事、関西電力、JERA な



ど）がコンソーシアムを形成し、米国のスタートアップ企業 CFS に総額 1,200 億円を出資するなど、

官民連携の投資が進んでいる。[55][56][57][58] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 核融合は、安全性が高く、燃料が豊富で、CO2 を排出しないクリーンエネルギーと

して、長期的なエネルギー安全保障の切り札である。日本は国際プロジェクト「ITER 計画」で

超電導トロイダル磁場コイルを提供するなど、技術的貢献を行っており、実用化に向けた国際

協力が進展している。[56][59][60][55] 

• 批判的見解: 核融合の商用化は 2030 年代以降とされ、実用化までの期間が長く、投資対効果が

短期的には見えにくい。また、技術的ハードルが高く、実用化の確実性が不透明である。他の

エネルギー技術への投資とのバランスが課題である。[61][28] 

15. 防災・国土強靭化 

選定根拠: 頻発・激甚化する自然災害と、高度経済成長期に整備されたインフラの老朽化という二つ

の課題に対応するため、国土強靭化は喫緊の課題である。政府は「第 1 次国土強靱化実施中期計画」

（2026～2030 年度）で事業規模 20 兆円強を設定している。[62][63][64][65] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 国土強靭化は、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するための必須

投資であり、優先順位は極めて高い。老朽インフラの更新、河川護岸の耐震補強、無電柱化な

ど、具体的な事業が明確である。デジタル技術（人工衛星、AI）を活用した防災の高度化も進

められている。[63][64][62] 

• 批判的見解: 国土強靭化は、従来型の公共事業と重なる部分が多く、「バラマキ」批判のリスク

がある。また、地方自治体の財政力不足により、国主導の投資が必要だが、長期的な維持管理

体制の構築が課題である。[66][64] 

カテゴリー5：情報通信・海洋 

16. 情報通信 

選定根拠: 5G、Beyond 5G、光ファイバ、データセンター、海底ケーブルなどのデジタルインフラ

は、DX 推進の基盤であり、経済安全保障の観点からも国内整備が重要である。[13][44][12] 



妥当性評価: 

• 肯定的評価: デジタルインフラの整備は、全ての産業の DX を支える基盤であり、優先順位は妥

当である。Beyond 5G 基金による政府支援も進んでいる。[44][12][13] 

• 批判的見解: グローバルな通信機器市場では中国企業が優位にあり、日本企業の国際競争力が課

題である。国産通信機器の開発支援が必要だが、具体的な戦略が不明確である。[23] 

17. 海洋 

選定根拠: 海洋資源開発（レアアース、メタンハイドレート）、海洋産業の国際競争力強化、海洋安

全保障の観点から、海洋は戦略的重要性が高い。[1][6][15] 

妥当性評価: 

• 肯定的評価: 日本は広大な排他的経済水域（EEZ）を有しており、海洋資源の開発ポテンシャル

が高い。南鳥島周辺海域でのレアアース生産開発の加速は、資源安全保障に直結する。[36][10][15] 

• 批判的見解: 海洋資源開発は技術的ハードルが高く、商業化までの期間が長い。また、他の戦略

分野（マテリアル、資源・エネルギー安全保障）と重複する部分があり、独立した戦略分野と

する必要性が不明確である。 

専門家による妥当性評価と批判的視点 

肯定的評価：戦略的優位性と経済安全保障 

国際的なシンクタンクや政策専門家は、高市政権の「危機管理投資」ドクトリンを、地政学的リスク

やサプライチェーンの脆弱性に対応する戦略として高く評価している。特に、以下の点が肯定的に評

価されている:[22] 

1. 経済安全保障と成長戦略の融合: 従来の成長戦略が経済成長のみを目的としていたのに対し、高

市戦略は経済安全保障、食料安全保障、エネルギー安全保障、健康医療安全保障、国土強靭化

という 5 つの安全保障領域を統合しており、より包括的である。[22][5] 

2. 官民連携の明確化: 各戦略分野に担当閣僚を指名し、官民投資ロードマップを策定する体制は、

予見可能性を高め、民間投資を呼び込む有効な手段である。[6][5][22] 



3. 複数年度予算措置: 単年度予算の制約を超え、複数年度にわたる予算措置のコミットメントは、

企業が先行きを見通しやすくなり、長期的な投資判断を促進する。[2][1][5] 

4. 技術的優位性の活用: 17 分野の多くは、日本が技術的蓄積を有しており、グローバル競争で勝

算がある分野である。[27][10][15] 

経済界も、経団連会長の筒井義信氏が「会議」のメンバーに入ったことを好意的に受け止めており、

「官民一体の知見を活かし、世界で勝てる成長戦略」を期待している。[22] 

批判的視点：財政リスクと実効性への疑問 

一方で、複数の専門家やエコノミストは、以下の批判的視点を提示している: 

1. 「中国製造 2025」との類似性と「後追い」リスク 

日本経済新聞の社説は、17 分野の多くが 10 年前に中国が定めた「中国製造 2025」と重なると指摘

し、「後追い」を脱し「先取り」を目指す必要性を強調している。中国製造 2025 は、「新世代情報

技術」「ハイレベル数値制御工作機械・ロボット」「航空・宇宙」「海洋エンジニアリング・ハイテ

ク船舶」「先進軌道交通設備」「省エネ・新エネルギー自動車」「電力設備」「農業機械設備」「新

素材」「バイオ医薬・高性能医療機器」の 10 分野を重点育成分野としており、日本の 17 分野と高

い重複がある。[19][67][68][17] 

中国は国家戦略として巨額の財政支援、税制優遇、金融支援を行い、2025 年までに「製造大国」か

ら「製造強国」への転換を目指している。日本の戦略が中国に対抗できるかは、投資規模と実行力次

第である。[18][67][68][19] 

2. 分野の分散と「選択と集中」の欠如 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティングは、17 の戦略分野の多くが歴代政権の成長戦略でも取り上げら

れてきたと指摘し、「高市政権がどう差別化を図るのかが問題となる。その手段が金額の大きさだけ

なのであれば失敗のリスクが高まる」と警鐘を鳴らしている。[18] 

17 分野への投資が分散することで、各分野への投資が中途半端になり、グローバル競争で勝てない

可能性がある。真の「選択と集中」には、より少数の分野への集中投資が必要との意見もある。

[69][18] 

3. 財政リスクと円安・インフレ懸念 



野村総合研究所の木内登英氏は、「積極財政・金融緩和継続といった高市政権の経済政策が円安を招

き、物価高を助長して国民生活をむしろ悪化させてしまう」リスクを指摘している。また、経済対策

によってプライマリーバランス（基礎的財政収支）の黒字化目標の達成が遠のくリスクもある。[54] 

高市政権は「責任ある積極財政」を掲げているが、「将来の所得成長をもたらす投資を税収の範囲内

に収める制約があってはならない」との姿勢は、財政規律との整合性が疑問視されている。

[70][71][72][66][54] 

4. 供給力強化策の限界と需要不足 

ダイヤモンド・オンラインは、「アベノミクス時代と違って、今は人手不足が深刻化している。供給

力のネックから、財政拡張などによる需要拡大は投資増に十分つながらず、むしろインフレを助長す

る」と分析している。[28] 

また、「危機管理投資」は需要側の政策であり、その需要押し上げ効果は一時的に終わり、民間への

波及効果は小さい一方、巨額の政府債務を残すリスクがあるとの指摘もある。真に必要なのは、供給

側の構造改革であり、アベノミクスの第 3 の矢（成長戦略）こそ継承すべきとの意見もある。[54] 

5. 実行力と具体性の欠如 

複数の専門家が、17 分野の選定自体は妥当だが、具体的な実行計画と成果指標（KPI）が不明確であ

ることを指摘している。官民投資ロードマップの策定が 2026 年夏とされているが、それまでの間に

具体的な施策が示されなければ、民間企業の投資判断が遅れる可能性がある。[73][2][18][1] 

また、各分野の担当閣僚が指名されているが、省庁間の縦割りを超えた横断的な調整メカニズムが不

十分との指摘もある。[7][73] 

既存政策との整合性と戦略的位置づけ 

GX、DX、経済安全保障との連携 

17 戦略分野は、政府が既に推進している GX（グリーントランスフォーメーション）、DX（デジタル

トランスフォーメーション）、経済安全保障の 3 つの政策軸と高い整合性を持っている。[12][13] 

経済産業省は、「DX、GX、経済安全保障を政策の軸として、製造業のビジネスのグローバル展開を

通じてグローバルバリューチェーンの中で無視できないポジションを獲得することで、利益の創出、



競争力の維持・強化を図る」というミッションステートメントを掲げており、17 戦略分野はこの方

針を具体化したものと位置づけられる。[13][12] 

特に、以下の分野は複数の政策軸にまたがる戦略的重要性を持つ: 

• AI・半導体: DX、GX、経済安全保障の全てにおいて基盤技術[12][13] 

• マテリアル（重要鉱物）: 経済安全保障、GX の両面で不可欠[13][12] 

• 資源・エネルギー安全保障・GX: エネルギー安全保障、気候変動対応、産業競争力の三位一体

[40][12] 

「新しい資本主義」からの政策転換 

高市政権は、岸田政権の「新しい資本主義実現会議」を廃止し、「日本成長戦略本部」を新設した。

この組織改編は、政策の重心を「成長と分配の両立」から「成長戦略の集中と危機対応投資」へと明

確に転換したことを示している。[8][9][7] 

岸田政権の「新しい資本主義」は、所得格差是正や賃上げ促進など分配重視のバランスを特徴として

いたが、高市政権は「供給側重視」と「戦略的投資（危機管理投資）」に重点を置く方向へと転換し

ている。この転換は、「新自由主義への揺り戻し」ではなく、「成長のための投資」を強調し、分配

論よりも経済基盤の強化を優先する姿勢の転換と解釈される。[9] 

国際競争環境：米中との比較 

17 戦略分野の選定は、米中両国の産業政策との競合・協調関係の中で理解する必要がある。 

米国: バイデン政権は「インフレ抑制法（IRA）」と「CHIPS and Science Act」を通じて、半導体、ク

リーンエネルギー、電気自動車などに巨額の補助金を投入している。また、重要鉱物の供給チェーン

強化を国家安全保障上の最優先課題としている。高市政権の 17 分野は、米国の政策と高い親和性を

持ち、日米協力の余地が大きい。[39][33][1][6] 

中国: 「中国製造 2025」は、製造業の高度化と自給率向上を目指す包括的な産業政策であり、日本の

17 分野と重複が多い。中国は国家主導で巨額の財政支援を行っており、日本が対抗するには、より

戦略的な投資と国際連携が必要である。[67][17][19][18] 



韓国: 韓国は造船、半導体、バッテリーなどで積極的な産業支援を行い、日本との競争が激化してい

る。特に造船では、韓国が政府主導で大規模な設備投資と工程イノベーションを推進し、日本を凌駕

している。[29][30][31][32] 

選定プロセスの透明性と優先順位付けの妥当性 

選定プロセスの背景 

17 戦略分野の選定は、高市首相が所信表明演説で明示した方針に基づいており、2025 年 10 月 1 日

のハドソン研究所への寄稿や、2021 年の総裁選挙立候補時の発言とも整合している。このことか

ら、選定は高市首相の長年の政策的信念と専門的知見に基づいていると評価できる。[20][10][23] 

また、「日本成長戦略会議」には、AI 研究の第一人者である東京大学の松尾豊氏、スタートアップ経

営者の平野未来氏（株式会社シナモン CEO）、エネルギー専門家の竹内純子氏、リフレ派エコノミス

トの会田卓司氏と片岡剛士氏、経団連会長の筒井義信氏、連合会長の芳野友子氏が参加しており、産

学官労の幅広いステークホルダーの意見を反映する体制が整備されている。[22] 

優先順位付けの課題 

一方で、17 分野全てに均等に投資するのではなく、より明確な優先順位付けが必要との指摘があ

る。経済産業省の内部文書では、AI・半導体、造船、マテリアル、防衛産業など一部の分野が「最優

先」として位置づけられているが、公式な優先順位は明示されていない。[14][5] 

また、各分野の「官民投資ロードマップ」には、投資内容、時期、目標額、国富拡大への定量的イン

パクトを含めることが求められているが、具体的な数値目標はまだ示されていない。2026 年夏の成

長戦略取りまとめまでに、これらの具体化が急務である。[2][1][5] 

予想外の分野と漏れた分野 

予想外に含まれた分野: コンテンツ（ゲーム、アニメ）が 17 分野に含まれたことは、従来の産業政策

では軽視されていた分野であり、注目される。コンテンツ産業は、海外売上高が 5.8 兆円に達し、半

導体や鉄鋼を上回る規模に成長しており、戦略分野としての位置づけは妥当である。[46][15] 

漏れた可能性のある分野: 以下の分野は、専門家から重要性が指摘されているにも関わらず、明示的

に含まれていない可能性がある: 



1. ロボティクス: 高市首相の過去の発言ではロボットが重視されていたが、17 分野では「AI・半

導体」や「造船」の中に含まれている可能性がある。独立した戦略分野とすべきとの意見もあ

る。[10] 

2. 次世代モビリティ（電気自動車、自動運転）: 自動車産業は日本の基幹産業であり、電気自動車

（EV）や自動運転への転換は重要だが、17 分野には明示的に含まれていない。「資源・エネル

ギー安全保障・GX」の中に含まれている可能性があるが、独立した戦略分野とすべきとの意見

もある。 

3. 金融・フィンテック: デジタル通貨、フィンテック、資産運用立国は、経済成長の基盤として重

要だが、17 分野には含まれていない。高市政権は資産運用立国を継承する方針を示している

が、明示的な位置づけが不明確である。[74][72] 

総合評価と今後の課題 

選定の総合的妥当性 

17 戦略分野の選定は、以下の観点から概ね妥当であると評価できる: 

1. 経済安全保障と成長戦略の統合: 地政学的リスクの高まりの中で、経済安全保障と成長戦略を統

合した包括的な戦略は時宜を得ている。[22] 

2. 日本の技術的優位性の活用: 多くの分野で日本が技術的蓄積を有しており、グローバル競争で勝

算がある。[27][10][15] 

3. 官民連携の明確化: 担当閣僚の指名と官民投資ロードマップの策定は、予見可能性を高める有効

な手段である。[6][5] 

4. 複数政策軸との整合性: GX、DX、経済安全保障との高い整合性があり、既存政策との相乗効果

が期待される。[12][13] 

主要な課題と懸念事項 

一方で、以下の課題と懸念事項が指摘される: 

1. 財政リスクと持続可能性: 巨額の財政支出が円安・インフレを助長し、財政規律を損なうリスク

がある。「責任ある積極財政」の具体的な枠組みが不明確である。[28][54] 



2. 分野の分散と優先順位の欠如: 17 分野への投資が分散し、真の「選択と集中」が実現できない

可能性がある。より明確な優先順位付けが必要である。[18] 

3. 実行力と具体性の欠如: 官民投資ロードマップの策定が 2026 年夏であり、それまでの具体的施

策が不明確である。早期の具体化が急務である。[73][18] 

4. 国際競争力の確保: 中国、韓国との競争において、投資規模と実行力が十分かは疑問である。特

に造船、半導体などでは、競合国が大規模な支援を行っており、日本が対抗できるかは不透明

である。[29][18] 

5. 民間投資の呼び込み: 官民連携を掲げているが、民間企業が実際に投資を拡大するかは、政府の

施策の具体性と予見可能性次第である。税制優遇や複数年度予算措置の詳細が不明確である。

[5][22] 

6. 人材育成と労働市場改革: 多くの戦略分野で人材不足が課題であり、人材育成と労働移動の促進

が必要だが、具体的な施策が不十分である。労働時間規制の見直しなど、労働市場改革も必要

だが、実現可能性は不透明である。[28][5] 

今後の展望と提言 

17 戦略分野が真に「強い経済」を実現するためには、以下の施策が必要である: 

1. 明確な優先順位付けと KPI の設定: 各分野の投資規模、時期、成果指標（KPI）を明確化し、進

捗を定期的に評価する仕組みを構築すべきである。 

2. 財政規律との両立: 「責任ある積極財政」の具体的な枠組みを示し、プライマリーバランスの黒

字化目標との整合性を確保すべきである。 

3. 国際連携の強化: 米国、欧州、アジアの同盟国・友好国との連携を強化し、サプライチェーンの

多様化と技術開発の協力を推進すべきである。[34][33] 

4. 民間主導の原則: 政府は市場のトレンドを「後追い」するのではなく、民間企業が自律的に投資

判断を行える環境整備（規制改革、知的財産保護、人材育成）に注力すべきである。[17][69] 

5. 継続的な見直しと柔軟性: 技術革新や国際情勢の変化に応じて、戦略分野の見直しを継続的に行

い、硬直的な産業政策を避けるべきである。[69][73] 



結論 

2025 年 11 月 10 日の日本成長戦略会議で選定された 17 の戦略分野は、経済安全保障と成長戦略を

統合した包括的なアプローチとして、概ね妥当な選定であると評価できる。特に、AI・半導体、造

船、マテリアル、防衛産業、資源・エネルギー安全保障、コンテンツなどの分野は、日本が技術的優

位性を有しており、かつ国家安全保障と産業競争力の両面で戦略的重要性が高い。

[10][46][1][2][27][6][15][22] 

しかし、財政リスク、分野の分散、実行力の欠如、国際競争力の確保など、多くの課題も指摘されて

いる。高市政権が掲げる「危機管理投資」が真に「強い経済」を実現するためには、明確な優先順位

付け、財政規律との両立、国際連携の強化、民間主導の原則、継続的な見直しと柔軟性が不可欠であ

る。[33][73][69][29][54][18][28] 

2026 年夏の成長戦略取りまとめに向けて、官民投資ロードマップの具体化と、各分野の KPI 設定が

急務である。また、省庁間の縦割りを超えた横断的な調整メカニズムの強化も必要である。これらの

施策が適切に実行されれば、17 戦略分野は日本経済の持続的成長と国際競争力強化に大きく貢献す

る可能性を持つ。[73][1][2][5] 

今後の動向を注視し、政策の実効性を継続的に評価していくことが重要である。 
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